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1. ⾃動⾞リサイクル制度に関する情報発信
（1）Audi, BMW, Ford, Jaguar

アウディジャパン（株）
http://www.audi.co.jp/jp/brand/ja/service_accessory/info_to
p/Recycle.html

ビー・エム・ダブリュー（株）
http://www.bmw.co.jp/ja/footer/info/recycle-law.html

フォード・ジャパン・リミテッド
http://www.pagi-info.com/elv/ford/main_01.html

ジャガー･ランドローバー･ジャパン（株）
http://www.jaguar.co.jp/about-
jaguar/sustainability/index.html

1. ⾃動⾞リサイクル制度に関する情報発信
（2）Mercedes-Benz, Peugeot, VW, Volvo

メルセデス･ベンツ⽇本（株）
http://www.mercedes-
benz.jp/corporate/csr/recycle/index.html

プジョー･シトロエン･ジャポン（株）
http://www.servicing.peugeot.co.jp/recycle/

フォルクスワーゲングループジャパン（株）
http://www.volkswagen.co.jp/ja/service/recycle.html

ボルボ・カー・ジャパン（株）
http://www.pagi-info.com/elv/volvo/

2



フォルクスワーゲングループジャパン（株）は、カタログで各モデルの環境仕様を公
表（電⼦データ（PDF）を⾃社HPにも掲載）

2. ⾞種別の環境情報に関する発信
（1）VWの⾞両環境データ

ボルボ・カー・ジャパン（株）は、⾃社HPの各モデルのページ（主要諸元＆装備表）
およびカタログで⾞両環境データを公表
http://www.volvocars.com/jp/

2. ⾞種別の環境情報に関する発信
（2）Volvoの⾞両環境データ
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それぞれのモデルの排出ガス、燃費、騒⾳、カーエアコン冷媒使
⽤量、リサイクル設計の有無、使⽤しているリサイクル部品名等
の環境情報を確認できる

メルセデス・ベンツ⽇本（株）は、⾃社HPでモデル別の⾞両環境データを公表
http://www.mercedes-benz.jp/corporate/csr/model/index.html

2. ⾞種別の環境情報に関する発信
（3）Mercedes-Benzの⾞両環境データ

⼀覧ページ内のモデ
ル名をクリックする
ことにより、個々の
⾞種の詳細情報を確
認できる

各モデルのページか
らも左記⼀覧ページ
に画⾯遷移できる
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モデル別の排出ガス、騒⾳、燃
費、CO2排出量、カーエアコン
冷媒使⽤量、リサイクル設計の
有無等の環境情報を確認できる

FCAジャパン株式会社は、AbarthブランドのHPで環境に対する取り組みを発信
http://www.abarth.jp/recycle/

3. 環境配慮設計に関する情報発信
（1）Abarth（アバルト）の環境情報

【有害物質の排除】
ブレーキパッドやクラッチライニングに
アスベストの代わりに無害な材料を使⽤
するなど、潜在的に有害と疑われる物質
を製造過程から徹底して排除

【資源の活⽤】
ポリプロピレンのバンパーは粉砕され、
ダッシュボードなどのダクトに使⽤され、
さらにフロアマットなどにリサイクル
合成樹脂製の燃料タンクをエンジンやボ
ディのアンダーガードに再利⽤するなど、
資源を活⽤
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ポルシェジャパン株式会社は、⾃社HPで環境に対する取り組み（Porsche E-
Performance）を発信
http://www.porsche.com/microsite/e-performance/japan.aspx?ws=1

3. 環境配慮設計に関する情報発信
（2）Porscheの環境情報

環境にやさしい⾞を⽬指し、化⽯燃料を
再⽣可能な電⼒に置き換えることにより、
燃料消費量やCO2排出量、そしてエネル
ギー消費量全体を低減

CO2排出量をできるだけ抑えて⾞を利⽤
したいと考えるなら、再⽣可能な電⼒の
利⽤は将来における有⼒な選択肢になる

ゼネラルモーターズ･ジャパン株式会社は、⾃社HPで環境に対する取り組み（⾃動⾞
の電動化）を発信
http://www.gmjapan.co.jp/info/fuelcell/index.html

3. 環境配慮設計に関する情報発信
（3）GMの環境情報

⾞両の電動化は、エネルギー源の多様化
と効率の向上のための重要

短期的には、内燃機関の効率向上やハイ
ブリッド⾃動⾞に取り組み、中⻑期的に
は、電気⾃動⾞であるE-REV（エクステ
ンデッド・レンジEV）、バッテリー電
気⾃動⾞と燃料電池電気⾃動⾞を展開
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メルセデス・ベンツ⽇本（株）は、⾃社HPで再⽣部品（リマン部品：リマニュファク
チュアド部品の略）に関する情報を公表。
http://www.mercedes-
benz.co.jp/content/japan/mpc/mpc_japan_website/ja/home_mpc/passengercars/home/servicesandaccessories/mai
ntenance_top/mercedes_parts/reman.html

メルセデス・ベンツは、世界中で取り外された部品を回収し、ドイツで再⽣。内部の
機能部品はすべて新品に交換され、外側をきれいに洗浄。新品と同様の検査基準に合
格した部品は、リマン部品として再び⾞両に装着されている。

4.再⽣資源利⽤に関する情報発信
（1）Mercedes-Benzのリマン部品

アウディジャパン（株）は、⾃社HP（⽣産活動における取り組み）で⽣産⼯程におけ
る省資源対策に関する情報を公表。
http://www.audi.co.jp/jp/brand/ja/exp/design___technology/ECO/production.html

4.再⽣資源利⽤に関する情報発信
（2）Audiの⽣産活動における取り組み

材料の⼤部分を再利⽤可能な梱包材に梱
包

廃棄物の95%を再利⽤

⾦属は100%再利⽤
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ビー・エム・ダブリュー（株）は、⾃社HP（BMW i3の製品紹介ページ）でリサイク
ルされた繊維材料に関する情報を公表。
http://www.bmw.co.jp/ja/all-models/bmw-i/i3/2013/design.html

4.再⽣資源利⽤に関する情報発信
（3）BMW i3のリサイクルされた繊維材料

シートカバー素材にPETから製造された
リサイクリング・ポリエステルを使⽤

電気⾃動⾞、プラグインハイブリッド⾞、ハイブリッド⾞を扱うインポーター各社は、
使⽤済⾃動⾞からのニッケル⽔素/リチウムイオンバッテリーユニットの取り外し⽅法
及び回収⽅法をマニュアル化し、解体事業者殿向けにHPで公表

5. その他の情報発信
（1）ハイブリッド⾞等のバッテリー取り外し・回収マニュアル

メルセデス･ベンツ⽇本（株）
http://www.mercedes-benz.jp/corporate/csr/recycle/04.html

ポルシェジャパン（株）
http://www.porsche.co.jp/owner_service/recycle/hybrid.php
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電気⾃動⾞、プラグインハイブリッド⾞、ハイブリッド⾞を扱うインポーター各社は、
レスキュー（乗員の救助や事故処理等）を⾏う際の注意事項をマニュアル化し、HPで
公表

5. その他の情報発信
（2）ハイブリッド⾞等のレスキューマニュアル

アウディジャパン（株）
http://www.audi.co.jp/jp/brand/ja/service_accessory/info_to
p/hybrid_rescue.html

ビー・エム・ダブリュー（株）
http://www.bmw.co.jp/ja/footer/info/rescue-during.html

DAIMLER本社は、HPでMercedes-Benz主要モデルのライフサイクルアセスメントを
公表
http://www.daimler.com/sustainability/product/environmental-certificates/

6. 海外メーカーの情報発信
（1）DAIMLER本社
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VW本社は、HP（Sustainability Report）でVW Golfの材料構成を公表
http://en.volkswagen.com/content/medialib/vwd4/de/Volkswagen/Nachhaltigkeit/service/download/nachhaltigkeitsb
erichte/group-sustainability-report-
2014/_jcr_content/renditions/rendition.file/volkswagen_sustainability_report_2014.pdf

6. 海外メーカーの情報発信
（2）VW本社

油脂類 4.69%
電⼦部品 0.17%
再⽣資源を含んだ材料 4.41%
ポリマー加⼯ 1.21%
ポリマー材 18.58%
⾮鉄⾦属、鍛造アルミ 2.22%
軽合⾦、鍛造アルミ 9.74%

スチール・鉄⾦属 58.99%

Renault本社は、HP（Sustainability Report）で代表的モデルの材料構成を公表
https://group.renault.com/wp-content/uploads/2014/09/fluence-acv-2011.pdf

6. 海外メーカーの情報発信
（3）Renault本社

スチール 64.42%
アルミニウム 8.17%
リード 1.25%
⾮鉄⾦属 1.08%
熱硬化性樹脂 1.40%
熱可塑性物質 12.54%
エラストマー 4.66%
電気部品 0.17%
油脂 1.63%
塗料 0.99%
ガラス 2.28%
その他 1.41%
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⽇本⾃動⾞輸⼊組合（JAIA）は、HPで⾃動⾞リサイクル法・制度、リサイクル料⾦に
関する情報を発信
http://www.jaia-jp.org/guide/recycle/

7. 今後の課題
JAIA HPの充実

今後、情報発信の在り⽅等検討会の⽅針
に従い、内容を充実させていきたい
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第１回情報発信の在り方等に関する検討会

説明資料

一般社団法人日本自動車販売協会連合会

平成２７年１１月２４日
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＜団体名＞ 一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
＜代表者＞ 会長 櫻井 誠己
＜設 立＞ 昭和34年6月8日（昭和36年4月1日 社団法人に改組、

平成24年1月4日 一般社団法人に移行）

＜会員数＞ （自販連会員総合調査より）

○ 通常会員 1,302社 系列・県販売(店)協会62団体
○ 支店営業所・賛助会員 277社

＜支 部＞
○ 52支部（全国各都府県に1支部 北海道に6支部）

＜目 的＞
健全な車社会の形成と流通の改善を図り、 もって国民経済の発展に

寄与することを目的とする

自販連とは
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自販連の組織について

2

総 会

理事会

常任理事会

会 長

副会長

専務理事

本部事務局 正副会長会

流通委員会 自動車流通問題研究部会

支部総会

支部理事会

支部長

副支部長

支部専務理事

支部事務局
各委員会

交通環境特別対策委員会

企画委員会

新車・サービス委員会

大型バス・トラック委員会

法規・税制委員会

中古車委員会

代行センター問題研究会
代行センター実務検討部会
保険部会

新車部会
サービス部会

大型車部会

債権管理専門部会
自動車登録制度専門部会
消費者専門部会
労務問題専門部会

中古車部会
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89,077 84,566 79,237 81,332 83,733 
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（社）

3

（拠点）

会員数

事業所数 総従業員数

（人）

1,601 1,642 1,636 1,635 1,641 1,538 1,579 1,573 1,573 1,579 
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総従業員数； 268,864 257,921 249,129 255,017 262,840 
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ヒアリング事項 目次

１）ユーザーへの情報提供

１．情報提供について

5

２）会員ディーラーへの情報提供

２．使用済自動車の判別について

３．使用済自動車の流れについて

1）引取時の「有償」、「無償」、「逆有償」の割合

2）引取自動車の業務の流れについて
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ヒアリング事項

１）ユーザーへの情報提供

◆一般ユーザー向けに、自販連ホームページの「事業活動『自動車リサイクル』」で
自動車リサイクルの概要について説明

１．情報提供について
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ヒアリング事項

≪①自動車リサイクル法の仕組み≫ ≪②リサイクル料金≫

7

≪③廃車する時≫

＜自販連ホームページ「事業活動『自動車リサイクル』」より＞
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ヒアリング事項

２）会員ディーラーへの情報提供

◆自販連ホームページの会員専用ページ、 「自販連の取り組み『自動車リサイクル』」
で自動車リサイクルシステムのマニュアル閲覧・取得方法などを案内
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ヒアリング事項

２．使用済自動車の判別について

○「車両引渡し時における預託金相当額及び自動車諸税等の還付例」を作成し、
平成２３年12月７日から自販連ホームページで展開。

9

○「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」をe-mailで
会員代表者宛に展開。

◆使用済自動車の判断基準については、会員毎に独自の基準があり、
自販連はその基準の参考となる資料等の展開を行っている。
また、会員から一般ユーザーに情報提供を行う際に用いる資料を作成し、

展開している。

＜資料の展開例＞

○平成２７年９月の「自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」
を自販連ホームページ「会員専用ページ」にアップし、同報告書の内容について
自販連の委員会・部会で会員に説明。
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ヒアリング事項
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＜自販連会員専用ページ「自動車リサイクル」＞
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ヒアリング事項
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＜「車両引渡し時における預託金相当額及び自動車諸税等の還付例＞
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(単位：台、％)

中古車として入庫し、
使用済自動車
となった台数(Ａ)

使用済自動車として
引き取った台数(Ｂ)

使用済自動車合計
(Ａ)+(Ｂ)

台数 192,877 86,375 279,252

構成比 69.1 30.9 100.0 

(単位：台、％)

合計
(Ｂ) 有償 無償 逆有償

使用済自動車として
引き取った台数

41,370 41,064 3,941 86,375

構成比 47.9 47.5 4.6 100.0 

(単位：台、％)

中古車入庫台数
内使用済自動車
となった台数

(Ａ)

台数 1,692,786 192,877

構成比 100.0 11.4 

（自販連会員総合調査 中古車入庫・販売・在庫統計より）

ヒアリング事項

３．使用済自動車の流れについて

＜平成２６年４月～平成２７年３月 使用済自動車引取台数＞

1）引取時の「有償」、「無償」、「逆有償」の割合

12

(中古車として入庫) (使用済自動車として引取)
回収率：約62％



ＪＡＰＡＮ ＡＵＴＯＭＯＢＩＬＥ ＤＥＡＬＥＲＳ ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ

ヒアリング事項

有償･･･使用済自動車に価格を付けて引き取った台数

逆有償･･･使用済自動車の運搬費等、リサイクル料金以外の処理費用が
使用済自動車の価値を上回り、 顧客に負担頂き引き取った台数

無償･･･お客様からの希望により使用済自動車となったものや、
事故車等で価格が付かず使用済自動車として処理されることについて
お客様の同意を得て、使用済自動車の価値を0円として引き取った台数

13

【ご参考】使用済自動車の項目の定義について
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ヒアリング事項

◆東京トヨペット株式会社の事例（次ページ以降）

2）引取自動車の業務の流れについて

14



ＪＡＰＡＮ ＡＵＴＯＭＯＢＩＬＥ ＤＥＡＬＥＲＳ ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ

＜代表者＞ 古谷 俊男
＜資本金＞ ８０億９千万円
＜従業員数＞ 約3,100名
＜拠点数＞ 102拠点

＜２０１4年度実績（2014/4-2015/3）＞
＜売上高＞ 1,819億円
＜新車販売台数＞ 42, 056台
＜整備台数＞ 829,122台

東京トヨペット株式会社 概要

15
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ヒアリング事項 目次

１．自動車リサイクル法に対するお客様への周知及び認知状況

16

２．引取業者としての業務
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ヒアリング事項

17

◆商談時 車両価格表への記載

＜資料１＞

◆商談締結時 注文書（新車・中古車）への

自動車リサイクル料金明細記載

＜資料２－１＞、＜資料２－２＞

◆納車時 自動車リサイクル券

＜資料３＞

１．自動車リサイクル法に対するお客様への周知及び認知状況
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ヒアリング事項

18

◆最終所有者の意思確認を書面で行い

使用済自動車としての引取依頼は原則断らない

＜資料４＞、＜資料５＞

◆使用済自動車の引渡先の確認

○基本契約を締結する

＜資料６＞

○年１回以上解体現場の確認を実施

＜資料７＞

◆使用済自動車引渡価格は屑鉄相場等を考慮し

年１回見直しを実施

２．引取業者としての業務
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ヒアリング事項

19

＜資料１＞
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＜資料２－１＞
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ヒアリング事項
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＜資料２－２＞
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＜資料３＞
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＜資料４＞
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ヒアリング事項
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<資料５＞
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ヒアリング事項
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＜資料６＞
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＜資料７＞



平成２７年１１月２４日

自動車リサイクル制度に関する当会の取組みについて

一般社団法人 全国軽自動車協会連合会

１．各都道府県軽自動車協会会員ディーラーへの周知

⑴ 自動車リサイクル制度の周知

① 各都道府県軽自動車協会を通じて、経済産業省・環境省・ＪＡＲＣが開催する

法制度説明会への会員ディーラーの参加を呼びかけた。

② リサイクル法施行に当たっての経済産業省・環境省・ＪＡＲＣ等からの各種通

知・資料を、各都道府県軽自動車協会に展開し、軽自動車協会会員ディーラーへ

の周知を実施した。

⑵ 「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」の周知

① 各都道府県軽自動車協会の専務理事会議で報告書について説明するとともに、

会員ディーラーへの周知を要請した。

② 引取業者である自動車ディーラーには所有者への適切な情報提供及び書面によ

る所有者の意思確認が期待されている点について、各都道府県軽自動車協会に文

書で通知し、軽自動車協会会員ディーラーへの周知を実施した。

２．軽自動車協会会員ディーラーの活動状況

⑴ 各軽自動車協会会員ディーラーは、新車販売時にＪＡＲＣ資料等により自動車リサ

イクル法の趣旨をユーザーに説明するとともに、ＪＡＲＣからの委託にもとづき、リサ

イクル料金の収受及びリサイクル券の発行を実施している。

⑵ 使用済自動車の引取時には、上記１．⑵により、車両本体の経済的価値・預託金・自

動車諸税等の還付・返戻について、自動車所有者に対し、下記の説明等が行われている。 

① 車の査定価格等を説明し、使用済自動車として処分する場合と下取車（中古

車）として扱う場合との価格、費用等どちらが得かを選択していただくようにし

ている。 

② リサイクル料金の内容、使われ方について、リーフレット等を用いて説明し、

最終所有者の負担である旨等を良く理解していただくようにしている。

③ 自動車諸税、自賠責についても還付、返戻等に関し、なるべく詳細な金額を案

内できるように商談時に説明し、下取りか使用済自動車かを判断できるようにし

ている。

④ 車両を使用済自動車として引取る場合には、引取書類（使用済自動車引取証明

書等）に本人の確認のサイン及び捺印をもらっている。
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自動車リサイクル制度に係る
これまでの取組みについて

平成２７年１１月２４日

（一社）日本中古自動車販売協会連合会

情報発信の在り方等に関する検討会

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

参考2-8



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

・社 名： 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会
・設 立： 昭和４６年９月１８日（任意団体）

昭和５０年３月２７日（社団法人）
平成２５年４月 １日（一般社団法人）

・会 員： 47都道府県協会
・傘下会員数： 約１０,０００社
・事 業 目 的 ： 中古自動車販売業の健全な発展を図るため、

中古自動車の 販売を主たる業とする企業の体
制の高度化と中古自動車の公正な流通の促進
を推進するとともに、消費者利益の保護、環境の
保全、安全の確保等、国の行政施策に協力する
ことにより、国民経済の健全な発展に寄与するこ
とを目的とする。

１．（一社）日本中古自動車販売協会連合会について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

①平成20年12月25日、合同会議にて自動車リサイクル制度に

おける中古自動車販売業者（引取業者）の当時の現況を説明
(1) 下取車両の小売と業販
(2) オークション取引の実態 等
(3) 使用済自動車の引取り引渡し実施状況 等

②平成23年8月23日、合同会議にて「使用済自動車判別ガイド
ラインに関する報告書」（23年2月公表）を踏まえたフォローアッ
プ実施状況について以下の通り報告

(1) 機関誌「ＪＵ中販連」に報告書の概要を掲載
(2) 会員専用ネットワーク「ＪＵイントラネット」に報告書を掲載
(3) 報告書を各都道府県協会事務局へ配布し、会員への周知を実施 等

③平成26年10月2日、合同会議にて、上記フォローアップ後の

自動車リサイクル制度における中古自動車販売業者の実態に
ついて報告

(1) 電話、ＦＡＸによる実態把握の調査を実施し結果を報告

(2) 自動車課からのヒアリング項目への回答 等

２．産構審中環審合同会議でのこれまでの報告について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

３．中古自動車販売業者の取引の現状
（１）中古車の下取に係る実際の取引
① 中古車の発生源は自動車ユーザーであるが、そのほとんどが直前まで自動車

として使用されているため、自動車としての外観・機能を十分に備えている。

② そのため、下取車両についてユーザーは中古車としての対価を要求する場合
がほとんどである。

③ 中古車として売買する場合は、車両代金、自動車税未経過相当額、自賠責保
険未経過相当額、リサイクル預託金の総額が売買価格となる。

④ ただし、下取り時点でその車両を廃棄することの合意ができた場合は、使用済
自動車として引取り、リサイクル券を使用しリサイクルルートに乗せるとこにな
る。（リサイクル預託金負担：所有者（ユーザー））･･･次ページＡ

⑤ 中古車の価格は、市場の需要と供給を反映した形で古物商が行なう事業者間
取引である「オートオークション」において相場価格として形成されている。

⑥ 中古車の下取りは仕入の一種でありオートオークションの相場価格を参考に
予定販売価格を見込んで仕入価格を決めている。

⑦ ただし、販売方法は自社での小売と業販（大半がオートオークション）の二通り
想定しているが、見込み価格で販売できるとは限らない。

⑧ 販売できなかった中古車は、販売店が使用済自動車と判断して解体事業者へ
引渡すこととなる。（リサイクル預託金負担：所有者（販売店））･･･次ページＢ



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

使用済自動車
となるパターン

ユーザー→販売店 販売店→解体業者

Ａ
ユーザーの意思で
所有車解体

ユーザーは有償を希望
使用済自動車（ＥＬＶ）相場
での引渡し

Ｂ
販売店下取車だっ
たが、販売不調で
やむなく解体

・その時点での中古車
相場で下取り

・下取車のため高い価
格設定

ＥＬＶ相場での引渡し

・中古車は、時間の経過とともに相場は下がるもの。
・Ａパターンでは、引取り、引渡しで収支は均衡もしくは若干の収益あり。
・Ｂパターンでは、時間の経過とともに赤字となるケースがあり得る。
・ＥＬＶ相場とリンクせずに儲かることもあれば損することもある。

（２）使用済み自動車としての引取



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

中販連ＰＣ

イントラネットサーバー

端末ＰＣ
（都道府県協会事務局）

専用回線withセキュリティ
（※外部からの侵入不可）

①会員（都道府県協会）専用ネットワーク「イントラネット」による
情報提供を実施

４．中古自動車販販売協会連合会としての情報発信について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

②傘下会員（販売店）に対して、機関紙を発行し自動車リサイクル
制度に係る情報提供を実施



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

③都道府県協会、販売店、消費者に対し、ホームページを利用
した自動車リサイクル制度等の周知を実施

・リサイクルシステムの停止日

・マニフェスト誤発行防止

・リサイクル料金 等について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

①中古部品の活用推進について、ユーザーへの啓発、周知活動等を
目的とした「自動車リサイクル部品活用推進会議」への参加し、参加
団体等との情報共有を実施

◆参加団体等

・日本自動車リサイクル部品協議会

・日本自動車整備振興会連合会

・日本自動車車体整備協同組合連合会

・日本損害保険協会

・経済産業省

・国土交通省

・環境省

◆街頭活動、チラシ、ポスターによるキャンペーン活動を実施 等

５．中古自動車販販売協会連合会としての情報共有について



②共同購買事業として、㈱ユーパーツ、㈱ビックウエーブと提携し、会
員販売店に中古部品の利用をあっせんしている。

（年間取扱高は、約8000万円）

※会員向けの機関誌にリサイクル部品の広告を掲載するとともに、商
品カタログをＤＭ発送し商品販売のあっせんを行い、リサイクル部品
を利用することでＣＯ２削減に寄与することを広報・ＰＲしている。

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

◆自動車リサイクル法の第５条（自動車をなるべく長期間使用する
ことにより、自動車が使用済自動車となることを抑制するよう努め
る）にある通り、中古自動車販売事業者かつ引取業者としてユー
ザーにできるだけ長く使用済自動車とならないよう周知し、リユース
を第一に考えていただくこと、及び使用済自動車となった場合にも
中古部品として使用することでＣＯ2排出が削減できること等を積極
的に周知し、環境保護に努めてまいります。

①保険利用をせず、新品部品より安価な中古部品の積極的に利
用することで、結果的に自動車保険料の低減にもつながるという選
択肢があることをユーザーに周知する。

②中古自動車部品の活用を推進するには、不具合箇所の特定と
交換部品のマッチング情報等を容易に取得できるような環境整備
が必要。

６．情報発信および情報共有についての課題



平成２７年１１月２４日

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会

情報発信の在り方等に関する検討会
第１回説明資料
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１．一般社団法人日本自動車整備振興会連合会の概要

・事業目的・・・自動車の適正な点検・整備を通じて、くるま社会の安全確保、環境の
保全を図るため、自動車の整備に関する設備の改善及び技術の向上
等を促進し、自動車整備事業の健全な発展に資する

・正会員数・・・ ５３（各都道府県にある自動車整備振興会）

・特別会員数・・・２４（国内自動車メーカー等）

・根拠法律・・・ 道路運送車両法

１



＜自動車整備事業場数・・・９２，０００（平成２６年８月末）＞

２～３人 ： ５１，７６５ （５６.３％）

４～１０人 ： ３５，９７６（３９.１％）

１１～２０人 ： ３，６２６（３.９％）

２１～３０人 ： ４２３（０.５％）

３１人以上 ： １４３（０.２％）

51765, 56%
35976, 39%

3626, 4%
423, 1%

143, 0.2%

2～3人 4～10人 11人～20人

21人～30人 31人以上

＜整備要員規模別事業場 内訳＞

＜形態別事業場 内訳＞
○専 業 ：５６，９４８
（自動車整備の売上高が総売上高の５０％を超える事業場）
○兼 業 ：１５，２９４
（兼業部門（車両販売、用品販売、保険等）の売上高が総売上高の
５０％以上を占める事業場）

○ディーラー：１６，０３３
（自動車製造会社または国内一手卸売販売会社と特約販売店契約を
結んでいる企業の事業場）
○自 家 ：３，６５８
（主として、自企業が保有する車両の整備を行っている事業場）

56948

15294 16033

3658

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

専業 兼業 ディーラー 自家
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２．リサイクル部品の利用の促進に向けた取組

①日整連では、平成１５年度、１９年度及び２４年度にユーザー説明用パンフレットをそれぞれ
１０万部作成し、全整備事業場に配布して普及促進を図っている。
（１９年度版、２４年度版は日本自動車リサイクル部品協議会の協力により作成）

平成15年度 平成19年度

平成24年度

＜ユーザー用パンフレット＞

３



②各種会議等への参画

「自動車リサイクル部品活用推進会議」（国土交通省、経済産業省、環境省、日本自動車リサイ
クル部品協議会、日本損害保険協会、日本中古自動車販売協会連合会、日本自動車車体整
備協同組合連合会、日本自動車整備振興会連合会）、「自動車補修用リサイクル部品の規格策
定に関する研究会」、「自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格に関するＪＩＳ開発 原案
作成委員会」等に参画。

③自動車の整備時等における、ユーザーへのリサイクル部品の情報提供等

・自動車整備の部品交換時において、新品部品又はリサイクル部品の選択は、一般的にユー
ザーが行う。整備事業者はリサイクル部品に関する情報を提供し、ユーザーの判断を仰ぐ。

（ユーザーから修理費用を安くしたい等の相談を受けることから、リサイクル部品を使用した場
合の見積書を提示。提示した部品の保証状況等も説明。）
・ユーザー自らリサイクル部品の使用を希望することはない。
・殆どの整備事業者は、複数のリサイクル部品入手ルートを確保している。

④リサイクル部品の使用拡大に係る課題
・年式の新しい車両のリサイクル部品が在庫等少ない。
・同じ部品でも品質にバラつきがある。ある程度規格等統一できれば更に使い勝手はよくなる。

４



３．その他

・整備事業者は、道路運送車両法の認証に基づき事業活動を行っており、また、
顧客も固定客が多い。

そのため、事業は信用第一を旨としており、長年築いてきた信用を失うような
行為を望まない。したがって、自動車の整備をする際に部品交換が必要となった
場合も、部品に関する必要な情報の提供はするが、リサイクル部品を使用する
か新品部品を使用するかについてユーザーの意向を尊重する。

なお、出処不明な部品（中古のエアバッグ等）については、機能や作動が確実に
行われるか不安であり、使用しないとしている整備事業者が多い。

５



４．参考１ リサイクル部品の活用状況等について

平成20年日整連 自動車分解整備業の実態調査

６

１．リサイクル部品の使用の有無

規　　模

項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　　　①．使用している 1,499 90.5 2,446 93.3 947 91.9 166 94.9 70 92.1 5,128 92.2 

　　　②．使用していない 97 5.9 120 4.6 54 5.2 3 1.7 4 5.3 278 5.0 

不　　　明 60 3.6 56 2.1 30 2.9 6 3.4 2 2.6 154 2.8 

計 1,656 100% 2,622 100% 1,031 100% 175 100% 76 100% 5,560 100% 

２．リサイクル部品の調達方法

規　　　模

項　　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

①．部品商から購入 1,082 75.2 1,888 79.4 681 73.5 113 70.2 43 63.2 3,807 76.6 

②．商工組合（北海道は地区協同組合）から購入 136 9.5 131 5.5 26 2.8 6 3.7 1 1.5 300 6.0 

③．解体業者から購入 765 53.2 1,021 42.9 456 49.2 81 50.3 29 42.6 2,352 47.3 

④．その他 124 8.6 354 14.9 209 22.6 35 21.7 29 42.6 751 15.1 

集計事業場数 1,439 ― 2,378 ― 926 ― 161 ― 68 ― 4,972 ―

３．リサイクル部品の使用を促進させるための問題点及び要望等

 規　　　模

項　　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

①．必要な部品の在庫がないなど入手が困難な場合がある 784 62.7 1,304 60.6 544 64.8 95 63.3 38 59.4 2,765 62.1 

②．新品との価格差が小さい 520 41.6 809 37.6 299 35.6 44 29.3 20 31.3 1,692 38.0 

③．部品によってはきちんとした保証が欲しい 474 37.9 897 41.7 378 45.1 73 48.7 32 50.0 1,854 41.6 

④．調達方法を確立して欲しい 115 9.2 182 8.5 62 7.4 16 10.7 3 4.7 378 8.5 

⑤．その他 44 3.5 111 5.2 41 4.9 9 6.0 8 12.5 213 4.8 

集 計 事 業 場 数 1,250 ― 2,152 ― 839 ― 150 ― 64 ― 4,455 ―

合　　計

Ａ１（２～３人） Ａ２（４～１０人） Ｂ（１１～２０人） Ｃ（２１～３０人） Ｄ（３１人以上） 合　　計

Ａ１（２～３人） Ａ２（４～１０人） Ｂ（１１～２０人） Ｃ（２１～３０人） Ｄ（３１人以上）

合　　計Ａ１（２～３人） Ａ２（４～１０人） Ｂ（１１～２０人） Ｃ（２１～３０人） Ｄ（３１人以上）



７

４．主な中古・リビルト部品の使用状況

　　　　　　　　　　　部品名

　項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　①．１０％未満 1,287 51.7 1,552 51.5 254 46.2 679 62.7 347 36.0 24 39.3 59 72.8 

　②．１０以上２０％未満 580 23.3 689 22.9 129 23.5 189 17.5 306 31.7 17 27.9 12 14.8 

　③．２０以上３０％未満 245 9.8 311 10.3 88 16.0 92 8.5 157 16.3 11 18.0 3 3.7 

　④．３０％以上 164 6.6 203 6.7 46 8.4 46 4.2 71 7.4 3 4.9 1 1.2 

不　　　明 212 8.5 256 8.5 33 6.0 77 7.1 83 8.6 6 9.8 6 7.4 

計 2,488 100% 3,011 100% 550 100% 1,083 100% 964 100% 61 100% 81 100% 

　　　　　　　　　　　部品名

　項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　①．１０％未満 363 50.7 351 50.1 272 43.2 329 69.4 828 49.1 126 54.8 195 33.9 

　②．１０以上２０％未満 178 24.9 191 27.3 158 25.1 74 15.6 424 25.1 55 23.9 200 34.8 

　③．２０以上３０％未満 71 9.9 67 9.6 75 11.9 23 4.9 183 10.9 22 9.6 79 13.7 

　④．３０％以上 49 6.8 25 3.6 53 8.4 19 4.0 111 6.6 13 5.7 47 8.2 

不　　　明 55 7.7 66 9.4 72 11.4 29 6.1 140 8.3 14 6.1 54 9.4 

計 716 100% 700 100% 630 100% 474 100% 1,686 100% 230 100% 575 100% 

　　　　　　　　　　　部品名

　項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　①．１０％未満 121 35.5 232 40.1 141 39.0 16 37.2 65 37.4 

　②．１０以上２０％未満 111 32.6 168 29.0 100 27.6 13 30.2 54 31.0 

　③．２０以上３０％未満 47 13.8 86 14.9 58 16.0 5 11.6 26 14.9 

　④．３０％以上 25 7.3 46 7.9 22 6.1 3 7.0 16 9.2 

不　　　明 37 10.9 47 8.1 41 11.3 6 14.0 13 7.5 

計 341 100% 579 100% 362 100% 43 100% 174 100% 5,560

⑦．ﾄﾙｸｺﾝﾊﾞｰﾀ
　　　 チャージャー         ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ

　　⑧．ｴｱｺﾝ用
⑨．エンジン ⑩．ラジエータ ⑪．ﾊﾟﾜｰｽﾃｱﾘﾝｸﾞ ⑫．ﾄﾞﾗｲﾌﾞ･ｼｬﾌﾄ ⑬．燃料噴射ポンプ ⑭．フェンダー

①．スタータ ②．オルタネーター
　③．ターボ・ 　④．ｵｰﾄﾏﾁｯｸ･

⑤．バンパー ⑥．キャブレター

集　　　計
事業場数

　　　　 ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

⑮．ボンネット ⑯．ドアー ⑰．タイヤ ⑱．バッテリー ⑲．ウィンドガラス



５．参考２ リサイクル部品の検索システム

８

●日本自動車整備商工組合連合会（整商連）HP：http://www.jasca.or.jp/



第１回情報発信の在り方等に関する検討会

２０１５年１１月２４日

一般社団法人 日本ＥＬＶリサイクル機構

自動車リサイクルに係る
情報発信と情報共有について

参考2-10



１．概要

1

日本オートオーク
ション協議会

自動車再資源化
協力機構

日本自動車工業会

自動車リサイクル
促進センター

自動車メーカー

技術に関する情報 自リ法に関する情報 流通に関する情報

ＥＬＶ機構

自動車ユーザー

関係者との情報共有

情報発信
自動車販売業者
自動車整備業者

ＥＬＶ機構各会員による
廃車買取、リサイクル部品等に
関する情報発信



２．自動車ユーザーへの情報発信について

2

≪規格策定に向けた準備≫

共通化された機能評価方法
に基づき部品を点検

①部品の特定
・車のメーカー
・車種
・メーカー型式
・車両の登録日
・車台番号／VIN

・エンジンナンバー
・エンジン型式
・燃料の種類

②部品の状態
・機能評価の結果
・物理的な状態
（ダメージ、部品の不足）

③供給責任の明確化
・評価組織の名称及び所在地
・機能評価及びラベリング日付

使用済自動車

提供される情報について
一定の共通化

ラベリング部品の評価

所有権の移転

・メーカー
・車種
・車台番号／VIN

・エンジンナンバー
・エンジン型式

・売却日
・移転元組織
・移転先組織

・機能評価結果

＋

適
正
な
記
録
と
管
理

基本的情報項目の共通化

※部品の状態に関する情報
項目については、以前の
使用履歴（走行距離等）や
外観のチェック等に限定

＋

補助評価 内容

Ａ 加修の必要がないもの

Ｂ 軽微な加修が必要なもの

Ｃ 加修を必要とするもの

Ｄ 大きな加修を必要とするもの

Ｅ 再生が容易でないもの

記録した情報の評価例

部品取り リサイクル部品

情報の評価方法の開発

※自動車ユーザーに判りやすく
情報提供するための評価方法

識別・表示方法の開発

※材質、形状、大きさ、部品が
装備される環境等に応じた、
情報の提供方法



２．自動車ユーザーへの情報発信について

3

≪保証基準・品質基準の共通化≫

保証基準の共通化

出典：一般社団法人日本自動車リサイクル部品協議会

部品の範囲 保証期間

主要機能部品
［エンジン、ミッション］

６ヶ月
（ただし、5,000kmを
超えた場合を除く）

準主要機能部品
［コンプレッサー、セルモーター、
オルタネーター、ターボチャージャー、
パワステポンプ、噴射ポンプ、
スロットルボディー］

３ヶ月
（ただし、3,000kmを
超えた場合を除く）

エンジン関連部品、トランスミッション
部品、足回り部品、電装部品
［主要機能部品、準主要機能部品を除く］

１ヶ月
（ただし、1,000km以内）

外装部品、内容部品 １週間（現品確認）

日本自動車リサイクル部品協議会の
取り組み



２．自動車ユーザーへの情報発信について

4

≪保証基準・品質基準の共通化≫

品質基準の共通化

図・出典：編者/有限会社ルネサンス社、発行/株式会社ナノオプトロニクス・エナジー出版局、発売所/株式会社近代科学社「基礎からわかる図解・自動車メカ」

対象物品

日本自動車リサイクル部品協議会の
取り組み



３．関係者との情報共有について

5

（１）自動車リサイクル士制度
■経済産業省、環境省、日本自動車工業会、自動車リサイクル

促進センター、自動車再資源化協力機構との検討会開催
■テキスト等資料作成における情報提供
■講習会を通じた情報共有

（２）資源循環への取り組み
■メーカーの新技術情報の共有 …（例）トヨタによるＦＣＶ解体デモ

■ＪＡＲＳ ＨＰを通じた情報提供 …（例）レアメタル含有部品情報

■ＥＬＶ機構による事業結果の報告

（３）意見交換
■自動車再資源化協力機構と月に１回情報交換会を実施
■日本オートオークション協議会と年に１回を目安として

情報交換会を実施
■日本自動車工業会、自動車リサイクル促進センター、自動車
再資源化協力機構との４法人意見交換会も定期的に実施予定



４．情報発信・情報共有における課題について

6

（１）自動車ユーザーへの情報発信における課題

自動車ユーザーとの直接的な関わりが少ない
■間接的なコミュニケーションとなるため、廃車の価値に

ついての情報を直接伝えることができない

■ユーザーがどういった情報を求めているのかわかりにくい

（２）関係者との情報共有における課題

組織率が低いため、関係者からの情報を広く

会員外の解体業者まで伝えきれない



以上 

２０１６年１月２６日 

一般社団法人 日本ＥＬＶリサイクル機構 

第２回情報発信の在り方等に関する検討会 資料 

消費者団体とＥＬＶ機構との意見交換 

概 要 

■日 時 ２０１５年３月１７日（火）１０：００～１１：４５ 

■場 所 廃棄物・３Ｒ研究財団８階会議室 

■目 的 ＥＬＶ機構広報部会による取材：解体業界以外のさまざまな 

業界へ取材を行って、そこから得た新たな知見をＥＬＶ機構 

会員へフィードバック（※）するため。      （※）別紙参照 

■取材先 ＮＰＯ法人 持続可能な社会をつくる元気ネット 

事務局長 鬼沢 良子 様 

主な内容（鬼沢様から伺ったご意見を一部抜粋しました） 

日本の自動車リサイクル 

・自動車リサイクルに関して、ヨーロッパでいろいろ取材を行ったが、一番 

思ったのは、日本の自動車リサイクル法は素晴らしい法律だということ。 

→ ドイツは年間１４０万台（廃車の４４％）の行方不明車がある、それと 

   比べたら日本はすごい。 

・日本はうまくいっているからこそ、もっと「将来どうするべきか」という 

ことを明確にしていく必要があると思う。 

 → もっと先を考えて、将来を考えて、どうあるべきか。 

・今ちゃんとリサイクルできているものあるが、できていないものもある。 

将来を見据えたら、今のうちからちゃんと研究開発をしなくてはいけない 

ものもたくさんあるだろう。 

→ 今いただいているリサイクル料金の活用方法ももっとあるのではないか。 

自動車ユーザーからみた自動車リサイクル 

・ユーザー側からすると、車を購入して廃車するまでの間は結構長い。大体 

１２年～１３年は必ず乗るので、その間はあまり自動車リサイクルに関心を 

持たないで過ごしてきてしまう。 

→ それをもう少し意識できるようにすることが大切だと思う。 

・ユーザーの関心が少ないというか、皆さんのような団体（ＥＬＶ機構）が 

 どういうことをしているか、ユーザーは知らないのではないか。 

・ユーザーは自動車リサイクルと直接関わることが少ない。車に毎日乗って 

 いても、本当に手放すときじゃないと、そこに関係しない。 

・（地元で自動車リサイクルの啓蒙活動をしている業者もいるという話から） 

そういった啓蒙活動は非常に大切なこと。地域の人が「その事業者さんが 

 どういうことをしているか」に関心を持つことが大切。 

・業界の中だけだったら専門用語でわかり合えるが、消費者だとそういうわけ 

にはいかない。 

参考2-11
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